





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 1 主な地域活動の負担感の有無 
 





あり なし 計 (N) ※ あり なし 計 (N) ※ あり なし 計 (N) ※
年齢 20歳代 88% 13% 100% (8) 50% 50% 100% (8) 50% 50% 100% (2)
30歳代 89% 11% 100% (9) 38% 63% 100% (8) 71% 29% 100% (7)
40歳代 100% 0% 100% (5) 50% 50% 100% (6) 50% 50% 100% (6)
50歳代以上 100% 0% 100% (3) 67% 33% 100% (3) 33% 67% 100% (3)
出身地 村内 93% 7% 100% (15) 50% 50% 100% (16) 46% 54% 100% (13)
村外 90% 10% 100% (10) 44% 56% 100% (9) 80% 20% 100% (5)
他職経験 なし 93% 7% 100% (14) 60% 40% 100% (15) 50% 50% 100% (10)
あり 90% 10% 100% (10) 33% 67% 100% (9) 57% 43% 100% (7)


























地域住民として当たり前だと思うから 50% 39% 0% 4% 7% (28)
住民や仲間に喜ばれるとうれしいから 39% 29% 14% 7% 11% (28)
役場職員として当たり前だと思うから 11% 43% 21% 14% 11% (28)






































































表 3 各地域活動の役職を「すすんで引き受けるべきだ」という意見に対する回答 
 





肯定 否定 計 (N) ※ 肯定 否定 計 (N) ※ 肯定 否定 計 (N) ※
年齢 20歳代 38% 63% 100% (8) 25% 75% 100% (8) 13% 88% 100% (8)
30歳代 33% 67% 100% (9) 22% 78% 100% (9) 22% 78% 100% (9)
40歳代 67% 33% 100% (6) 17% 83% 100% (6) 17% 83% 100% (6)
50歳代以上 67% 33% 100% (3) 0% 100% 100% (3) 33% 67% 100% (3)
出身地 村内 50% 50% 100% (16) 19% 81% 100% (16) 19% 81% 100% (16)
村外 40% 60% 100% (10) 20% 80% 100% (10) 20% 80% 100% (10)
他職経験 なし 53% 47% 100% (15) 13% 87% 100% (15) 27% 73% 100% (15)
あり 40% 60% 100% (10) 30% 70% 100% (10) 10% 90% 100% (10)









































































































































































有給休暇やボランティア休暇の日数が足りないことで苦労した 7.1 > 1.1
直属の上司や同僚など職場の仲間の地域活動等への参加に対す
る理解がなくて苦労した
0.0 0.7
自治体職員なのだから地域活動等に参加して当然だと活動の仲
間から思われた
25.0 > 12.5
地域活動団体から職務に関係する依頼をされて悩んだ 7.1 4.6
自治体職員だからという理由で、活動において膨大な庶務作業
などを押し付けられるなどの苦労があった
3.6 6.1
地域活動等で活躍しているのに自治体職員ということで顕彰さ
れない
3.6 1.1
職務の忙しさや家庭の事情のために地域活動等に参加するのに
苦労した
42.9 > 26.5
地域活動等と職務の間で利害が衝突して悩んだ 0.0 4.6
地域コミュニティ
に起因する問題
行政組織
に起因する問題
両方に起因、
その他
表６　地域活動の参加をめぐる悩みや苦労
過疎農山村地域における自治体職員の地域活動の実態と課題
13人間文化●
とはできないが、天龍村では都市自治体の職員の
1.5倍強が「あてはまる」と回答したことには注意
を促しておきたい。
５．結論
　本稿では、過疎農山村地域の自治体において、職
員が地域活動にどのように関わっているのか、また
そこにどのような課題があるかを、長野県天龍村で
の調査を手がかりに探った。調査結果から得られた
知見は、次の３点にまとめられる。
　第一に、天龍村では職員が各種の地域活動に参加
していることがわかったが、なかでも消防団と地域
の祭礼は、大半の職員が参加経験を有し、また時間
や労力面での負担も多いものであることが明らかに
なった。しかし同時に、地域住民や仲間とのつなが
りができることに楽しみを感じている職員も少なか
らずいた。参加の動機をみると、地域住民の一人と
して参加することは当たり前だという意識が目立っ
たが、自治体職員として参加することが当たり前と
考えるかどうかでは、意見が分かれていた。
　第二に、自治体職員が地域活動に参加することに
対する感じ方や考え方に個人差があることが浮かび
あがった。とくに年齢や他職経験の有無は、感じ方
や考え方に違いを生む要因となっているとみられ
た。たとえば、自治体職員が地域活動の役職を積極
的に引き受けるべきかどうかについては、ベテラン
職員は「積極的に引き受けるべきだ」と考える一
方、若手職員は「積極的に引き受けるべきだとは思
わない」という違いがみられた。
　第三に、都市自治体の職員と比較したとき、天龍
村では、自治体職員の地域活動の捉え方や課題にい
くつかの違いがみられた。「地域活動等へ参加する
かどうかは自治体職員個人が判断することである」
という意見に対して、都市自治体職員より肯定的な
回答が少ないという傾向はそのひとつである。ま
た「自治体職員なのだから地域活動等に参加して当
然だと活動の仲間から思われた」は、天龍村のほう
が肯定的な回答が多かった。このような違いの背後
には、職住分離の程度や地域活動の担い手の有無な
ど、地域社会の特性上の違いがあると考えられる。
　以上の知見を踏まえて若干の提言をしたい。自治
体職員が行政と地域とをつなぎ、「境界領域マネジ
メント」（役重 2019）を円滑にする重要性はますま
す高まっている。その一方で、公務外の活動を強制
することは難しいし、職員の過剰負担も懸念され、
昨今の「働き方改革」のなかでさらなる留意が求め
られてもいる。持続可能な「行政－地域社会」関係
のためにも、自治体職員の公務外の地域活動の実態
とそこに伏在する課題を認識することが重要である。
　とくに、天龍村の調査結果が示唆するように、都
市自治体と農山村地域の自治体とでは、地域社会の
特性に起因する「行政－地域社会」関係が異なって
おり、自治体職員の地域活動の実態も課題も異なる
面がみられる。それゆえ、自治体職員の地域活動の
参加を考える際、全国一律ではなく地域特性に留意
した対応が必要である。
　また、前述のように、自治体職員の地域活動の捉
え方は、職員の年齢や他職経験の有無などによって
異なっている。それゆえに、自治体職員の地域活動
を奨励するにあたっては、自治体職員が地域活動に
取り組む意義や必要性を職員間で共有することも不
可欠であろう。
　最後に、残された課題をまとめておく。第一は、
分析方法に関してである。本稿では主に自治体職員
を対象とする質問紙調査の結果を分析し、これまで
明らかにされてこなかった過疎農山村自治体の職員
の地域活動の実態と課題を数量的に示した。フォー
カス・グループの結果からは、量的調査でみえにく
い活動現場の様子や課題状況の一端を垣間見ること
ができたが、参与観察など質的調査手法をさらに用
いれば、よりリアルな実態や課題に迫れるかもしれ
ない。また、職員の地域活動への動機づけの形成メ
カニズムなど、やはり質的手法で明らかにできるこ
とも少なくないだろう。これらは今後の課題とした
い。
　第二は、調査対象に関してである。本稿では特定
の自治体での調査結果から論じたが、本稿の知見が
どの程度の一般性をもつかは、他の自治体との比較
対照が不可欠である。他自治体の事例研究を重ね、
地域・自治体の固有性と一般性を見出すことも今後
の課題としたい。
注
⑴　後述する日本都市センターの調査でも、「地
域活動」は同様に定義されている（稲継 2012：
76）。ただし同調査では、地縁団体だけでなく
NPO が含まれることから「地域活動等」と表記
過疎農山村地域における自治体職員の地域活動の実態と課題
14 ●人間文化
しているが、本稿では「地域活動」と表記する。
⑵　ここで都市的な地域コミュニティと村落的な地
域コミュニティとを対比的に論じているが、実際
にはもう少し細分しうる。実際、住民自治協議会
への地域担当職員の関わり方を複数自治体で比較
した中川編（2011）は、「都市型社会を抱える自治
体と、農山漁村コミュニティが生きている自治体
とでは、その内部事情も住民自治協議会の方式も
異なるのではないか」（中川編 2011：172）としつ
つ、実際には「政令都市」「地方中核都市」「郡
部」など5つの自治体区分を設定している。理想
的にはこのような地域類型のうえで各事例の比較
検討をおこなうべきであろう。しかし自治体職員
の地域活動の実態と課題の実証的な検討は、前述
の日本都市センターの調査しかなく、本稿ではま
ず都市自治体と過疎農山村自治体との比較をめざ
す。
⑶　「平成31年4月1日付天龍村職員配置表」（『広
報天龍』2019年4月24日号）による。
⑷　調査は2017年8月31日に役場隣接施設で実施
した。所要時間は各グループ約1時間であった。
ファシリテーターは筆者（相川、丸山）が務め
た。参加職員以外の役場関係者は同席しなかっ
た。参加職員には事前に依頼状を配布し、調査趣
旨、調査内容の秘匿等の調査倫理の説明をした。
⑸　以下、発言は録音を文字化したものからの引
用。［　］は引用者による追記や補注。……は省
略箇所。
⑹　参加経験は、「現在参加している、役職に就い
ている」、「参加したことがある、役職に就いたこ
とがある」、「参加したことがない、役職に就いた
ことがない」から１つずつ選んでもらった。集計
では前二者をあわせて「経験あり」に再分類し
た。負担感は、「あなたは、次の役職や役割を務
めることを負担だと感じるとはありますか。いま
務めていない方は、以前に務めていたときについ
て、お答えください」という設問文で、「負担に
感じる・感じた」、「やや負担に感じる・感じた」、
「あまり負担に感じない・感じなかった」、「負担
に感じない・感じなかった」、「役職・役割を務め
たことがない」から1つずつ選んでもらった。集
計では、「負担に感じる・感じた」と「やや負担
に感じる・感じた」とをあわせて「負担感あり」
に再分類した。
⑺　天龍村の全職員調査では、「地域活動について
様々な見方があります。次の見方について、それ
ぞれあなたのお考えに近い番号に○をつけてくだ
さい」という設問文で、表にあるような見方を列
挙し、それぞれについて「そう思う」から「そう
思わない」のどれかを選ぶ方式で尋ねた。表には
「そう思う」と回答した割合を示した。表４、表
５とも同様。
⑻　天龍村の全職員調査では、「あなたが地域活動
に参加するにあたって、次のような悩みや苦労が
ありましたか」という設問文で、表にあるような
悩みや苦労を列挙し、それぞれについて「あては
まる」から「あてはまらない」のどれかを選ぶ方
式で尋ねた。表には「あてはまる」と回答した割
合を示した。
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